
 

にっぽうニュース      （令和6年10月２１日） 
①  通常実施権 

 専用実施権は、独占的に実施（製造・販売）できる権利で、通常実施権は、単に実施できる権利です。 

（１）許諾による通常実施権 

 特許権者から実施許諾してもらうことで発生します。専用実施権だと特許権者が実施で

きなくなるので、他人には実施許諾しない旨を契約した独占的通常実施権にする場合も

あります。 

（２）職務発明に基づく通常実施権 

 従業者が職務発明について特許を受けた場合、使用者（会社等）に通常実施権が認められます。 

（３）先使用権 

 他人が特許出願をした時点で、その発明の実施である事業をしていれば、先使用による通常実施権が認められ、

権利侵害にならない場合があります。 

（４）中用権 

 同一発明について他人の特許があって自己の特許が無効になってしまった場合、無効

審判の請求登録前に実施していた範囲内において原特許の特許権者や実施権者に通

常実施権が認められる場合があります。 

（５）後用権 

 特許権が再審により回復した場合、無効審決が確定してから再審の請求登録前に実

施してしまっても通常実施権が認められる場合があります。 

（６）審査請求期間徒過後で救済が認められるまでの間の実施による通常実施権 

 期限内に審査請求をせずに出願取下とみなされたが、その後、正当な理由を主張して審査請求をして特許になっ

た場合、期間徒過してから救済が認められるまでに実施してしまっても通常実施権が認められる場合があります。 

（７）特許権の移転の登録前の実施による通常実施権 

 冒認出願によって登録された特許について、真の権利者が特許権移転請求した場合において、特許権の移転登

録前に実施していた範囲内において元の特許権者や実施権者に通常実施権が認められる場合があります。 

（８）意匠権の存続期間満了後の通常実施権 

 特許出願と同日又はそれ以前に意匠登録出願された意匠権が特許権と抵触していて、その意匠権の存続期間が

満了したときに、原意匠権者や実施権者に通常実施権が認められる場合があります。 

（９）裁定通常実施権 

 裁定という行政処分により強制的に設定される通常実施権です。不実施の場合の通常実

施権、自己の特許発明を実施するための通常実施権、公共の利益のための通常実施権が

あります。ただ制度としてあるだけの感じです。 

 


